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おわりに
1．現代フィリピンの産業社会学的考察
社会変動論の視点からすれば、社会発展は、人口動態の変化を基礎とし
て、一方で工業化・サービス化という産業構造の変動として現れ、他方で、
都市化という、地域社会と生活様式の変動として実現する（富永 1996）。し
かし、その発現の様相は、各国・各地域などの社会構造の特性によって多様
である。
フィリピンは、東南アジアにおいて工業化の途上にあるインドネシアやベ
トナムなどとともに、急速に人口を増大させつつある。農業における生産性
の高まりは、農外就労と都市集住傾向をもたらし、特にマニラ首都圏への人
口集中は著しい。しかし国内における雇用機会の増大がこれに追いついてい
ない。そのため、初等教育を受け組織行動のできる若い労働力が海外に流出
しており、人口の 1割が海外に移住し、国民所得の 1割を海外からの送金
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が占めている。
政府は、国内の雇用創出のために海外から直接投資を誘致することに積極
的である。しかし、輸送やエネルギー供給のための社会基盤整備が十分に進
まず、工業化の進行を制約している。国際的な電話応答サービス、情報処理
技術の業務受託など、ハードな生産設備を必要としない情報通信関連サービ
ス業務は国際競争力を発揮して成長著しい。また、中下級の船員など海上職
が所得をもたらしている。しかし、持続的かつ自律的な成長を支えるには
至っていない。むしろ、東アジア・東南アジア地域内に展開する国境を越え
た分業に参加することが、工業発展を通じた着実な成長をもたらしている。
社会基盤整備は国内の就労機会を増大させるための重要な条件である。そし
て、国内政治の安定と中間層の拡大による消費社会形成、人間行動や業務組
織の合理化など、人と社会の基盤整備が求められている。
2．人口増加と国内的・国際的移動の傾向
（1）人口増加と社会基盤整備の遅れ
フィリピンには、少子高齢化を問題とする日本や韓国などから見れば、う
らやましい限りの人口増加の力があって、若い働き手に恵まれている。しか
し、国内における雇用機会の拡大は労働人口の増大に追いつかない。人々
は、雇用機会を求めて国を離れなければならない。
マニラのニノイ・アキノ国際空港は、マニラ首都圏の市街地に近接した場
所にある。しかし、市街地に向かうには、安定して信頼性のある公共交通
が、2017年時点ではまだ接続していない。また規模の拡張が発着便の増加
に対応できていないため、遅延が恒常的である。そして、市内の自動車道は
ほぼ恒常的に渋滞している。
マニラ市内には高架鉄道と呼ばれる 3系統の軽便な都市交通システムが
走っている。改札は自動化され、車両は頻繁に発着している。しかし、平日
の昼間でも満員であり、利用者の増加に追いついていない。地下鉄はなく、
ジープニーという小型乗合自動車が縦横に走っているが、運行系統が複雑で
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行き先表示も分かりにくいため、住民以外はなかなか使いこなせない。首都
圏から他の地方へ行こうとする場合、鉄道は無いのが普通で、あっても運行
の正確さや安全性などについての信頼度が低い。国内航空路線は国土を幅広
く網羅している。ただし、往路は無事に搭乗できたとしても、帰路の便がし
ばしば不意に欠航となる。長距離バスは路線数、運行本数とも多く、現地の
人々にとっては主要な長距離移動手段となっている。しかし、高速道路網の
整備はいまだにごく限定的である。地域の道路事情によっては、悪天候など
のために大幅な遅れが生じる。
力強く人口が増大している一方で、旅客交通の整備が追いついていない。
こうした事情は、旅客交通に限ったことではない。鉱物燃料の多くを輸入に
依存しており、発送電設備の整備が工業化のためには十分でないため、他の
東南アジア諸国と比較して電力コストが大きい。こうした社会基盤整備の遅
れは、物流やエネルギーなど、産業と生活の全般に観察される。これは、
フィリピン社会にとって成長の課題であり、東アジアで先発した工業社会に
よる援助と協力を必要としている（井出 2017）。
（2）人口増加と都市への集中
フィリピンの人口は 1996年に 7,000万人、2008年には 9,000万人を超
え、2015年にはついに 1億人を超えた。そして、この勢いは止む気配がな
い（図 1）。国土面積は日本の約 8割にあたる 299,404平方キロメートルで
図 1　フィリピンの人口（単位：千人）
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あり、7,109の島からなっている。最大の島であるルソン島には標高 2,000
メートルを超える山々が連なるコルディエラ山脈があり、またスペイン植民
地時代以来の石畳の街並みも残っている。一方、国土の西に位置するパラワ
ン島には人の手の入らない大自然がある。ピナツボ、タール、マヨンなど、
現在も活動中の火山も多い。
複雑な地形によって、人の生活できる場所は限られるから、人口密度は高
い上に、近年、急速に人口の都市集中が進んでいる。人口の地域分布を見る
と、首都であるメトロ・マニラ地域には最大の 1,186万人が居住している
（2010年推計）。周辺の都市部を含めて、世界屈指の人口集積地となってい
る。また、フィリピン全国における都市集住傾向を見ると、1960年には総
人口の 3割だった都市部人口が、1980年代半ばには 4割を超え、5割に迫
る勢いを示している（図 2）。
（3）都市への人口移動、さらに海外への出稼ぎ
フィリピンでは、さとうきび、ココナッツなどの、大農園経営による輸出
向け農業生産が一方の柱であり、もう一方の柱として小規模経営による食糧
生産がある。食糧生産の基幹は、ルソン島中部の平野に代表される米作農業
である。1970年代以降、地主による大土地所有を自作農化する農地改革が
図 2　フィリピンの都市人口比率（％）
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進むとともに、化学肥料や農薬の利用、収量の多い品種の投入などによって
農業の生産性が高まった。それとともに、農村では農業以外への就労が幅広
く見られるようになり、また国内の都市部への出稼ぎや移住の動きが強まっ
た（梅原 1995）（千葉 2003）（農林水産省 2017）。
全国的に、農村から都市へという人の移動が起こっている。ところが、
フィリピンの一人当り GDPは、人口増加に見合うだけの成長を遂げている
とは評価できない（図 3）。国内に雇用の受け皿が十分に無いために、農村
と都市で余剰となった労働人口は、まずは出稼ぎ労働者として海外に流れ出
ることになる。
3．海外移住労働とその構造的特徴
（1）世界で働くフィリピン人労働者
国際移住機関（IOM）は、フィリピンを、典型的な移民送り出し国と評
している（IOM 2008）（知花 2012）。政府は、労働雇用省のなかに海外雇用
庁（Philippine Overseas Employment Administration: POEA）という組織
を設けて、フィリピン人が海外で働くための雇用機会を開発し海外就労を促
進するとともに、移住労働者の権利擁護を目的として、民間の人的資源ビジ
ネスに対する監督、職業能力開発の促進などをはかっている。海外で就労す
るフィリピン人労働者の総数は、フィリピン統計機構の調査によれば 2015
図 3　1人当りGDP（単位： USドル）
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年現在で 240万人にのぼる（PSA 2015）。地域別には、2016年の調査では、
中東産油国など西アジアが最も多くなっており、次いで東アジア諸国、東南
アジア諸国が多い（図 4）。ただし、この数値は、「過去 5年間に出国し、調
査期間である 6箇月以内に働いているか、もしくは働いたことのある労働
者」の数であり、厳密な意味での移住労働者についてである。
フィリピン大統領府海外フィリピン人委員会によれば、2013年 12月時点
における海外フィリピン人全体の推定数は、10,238,614人であり、このよう
にとらえられた実際の海外移住者総数は、フィリピン国民の約 1割に及んで
いる。この統計にしたがって上位 10か国を人数順に挙げれば、アメリカ合
衆国、サウジアラビア、アラブ首長国連邦、マレーシア、カナダ、オースト
ラリア、イタリア、イギリス、カタール、シンガポールとなる 1。
海外で働くフィリピン人労働者を職業別に見てみよう。フィリピン統計機
構が 2015年に実施した調査によれば、労務者・非熟練労働者が 33.2パーセ
ントと最大の部類である。そして 17.6パーセントがサービス労働者・販売
労働者である。ついで機械工・組立工が 12.8パーセント、貿易関連の労働
者が 11.8パーセントとなっている。海外フィリピン人労働者全体を性別に
見ると、女性が 125万人と半数強を占めている。その女性の 54.5パーセン
トが労務者・非熟練労働者であり、男性では最大の部類が機械工・組立工の
図 4　海外フィリピン人労働者の地域別分布（2016年）（％）（フィリピン統計機構）
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23.2パーセントとなっている（PSA 2015）。
もう一つの特徴は、船員など海上職が多いことである。先の海外フィリピ
ン人委員会の統計では、2013年 12月現在で 367,166人となっている。フィ
リピン政府は、この職種の雇用促進をはかっている。世界の海運業において
フィリピン人海上職が果たす役割は大きく、後で見るように日本とフィリピ
ンとの経済協力でも、日本の海運業によるフィリピン人海上職の養成と雇用
が重要な項目となっている。
このようなフィリピン人海外労働者から本国への送金は、以前より増加の
勢いが緩やかになったこの 10年間でさえ、倍増している。その額は GNP
の 1割に及ぶこともあり、フィリピンの経済成長を支える一つの柱である
（表 1）。
（2）フィリピン人労働者の行動様式とケアワーカーとしての評価
フィリピン国民に占めるカトリック信者の割合はおよそ 80パーセントで
ある。信仰心の篤い人が多く観察され、マニラの市中にはカトリック教会の
立派な建築が多数あり、熱心に祈る人々の姿が一日を通して見られる。また
カトリック聖職者の社会的発言力は強く、時には政治的対立の仲裁者として
機能することがある。
労働倫理の面では、日本に定住しているフィリピン人労働者の例からも知
られるように、誠実・勤勉であることが使用者や同僚から好意的に評価され
表 1　海外フィリピン人からの送金額
（単位：千米ドル）
年次 2007 2008 2009 2010 2011 2012
金額 14,449,928 16,426,854 17,348,052 18,762,989 20,116,992 21,391,333
2013 2014 2015 2016
22,984,035 24,628,058 25,606,830 26,899,840
（出所） フィリピン中央銀行 Bangko Sentral ng Pilipinas, “Overseas Filipinos’ Remit-
tances by Country and by Type of Worker” 2017.
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ることが多い。概して対人コミュニケーションに積極的な行動様式を示す傾
向がある。
あとで見るように、国際的に、フィリピン人ケアワーカーに対する評価は
高い。近年は看護師を始めとして医療分野で質の高い人的資源をアメリカな
どに送り出している。2008年に発効した日本とフィリピンとの経済連携協
定（日比 EPA）にも、看護師・介護福祉士候補者の受け入れが含まれてい
る。今後、国際的にサービス経済化の一層の進展が予想され、なかでも医
療・福祉サービスは大きな成長が期待される分野であるから、量的に豊富で
あるだけでなく、ケアサービスの需要増にも適応した人的資源を有している
ことになる。
4．外資導入による工業化と社会基盤整備
（1） 東アジア・東南アジア地域内における国際分業の進展とフィリピンの
工業化
フィリピン国内の産業動向を見ると、輸出志向の工業化がかなり進んでき
ていることがわかる。海外市場での販売を目的とした工業生産では、電子機
器と自動車部品などの分野が発展している（表 2）。2016年における輸出総
額が 574億 600万 USドルであったところ、51.2パーセントを占める 294
表 2　主要な輸出品の構成（2016年）
（単位： 100万米ドル・パーセント）
品目 金額 構成
電子製品 29,418 51.2
その他の製造品 3,871 6.7
機械および輸送機器 3,085 5.4
木工品および家具 2,978 5.2
自動車・航空機・船舶用点火電線セット 1,999 3.5
その他 16,055 28.0
輸出総額 57,406 100.0
出所：  Philipine Statistics Authority, “Foreign Trade Statistics of the Philipines: 
2016,” 2017.
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億 1,800万ドルが電子製品だった。これに次ぐのがフィリピン統計の分類項
目で「その他製造品」とされる 38億 7100万ドル（6.7パーセント）であ
る。第 3位の「機械類・輸送機器」30億 8500万ドル（5.4パーセント）は
主に自動車関連と考えられる。第 4位の「木工品・家具」29億 7800万ドル
（5.2パーセント）は、年々、順位を下げている。これに次ぐのが、やはり自
動車関連の「自動車・航空機・船舶用点火電線セット」の 19億 9,900万ド
ル（3.5パーセント）である。
今日のフィリピンにおいて、重工業化は進行してきており、豊富な労働力
を生かせる組立工程を中心とした労働集約的な製造業が立地し、電子機器と
自動車部品の製造拠点としての性格を強めつつあることが分かる。
一方、輸入品の構成を見ると、やはり「電子製品」（222億 9,900万ドル、
26.5パーセント）と「輸送用機器」（94億 5,400万ドル、11.2パーセント）
が上位 2品目を占めて、全体の 4割近くになっている。第 3位は「鉱物燃
料・潤滑油および関連物質」（79億 6,900万ドル、9.5パーセント）である。
フィリピンでは、天然ガスの産出などがあるものの、一次エネルギーの 3
分の 1を占める石油をすべて輸入に頼っている。天然資源に恵まれる国が
多い東南アジアのなかで、フィリピンはエネルギー資源については豊かとは
言えない。第 4位が工業用機械・機器、第 5位が鉄・鋼鉄である。した
がって、工業用の原料と中間製品、およびエネルギー資源を輸入し、加工・
組立が施された工業製品を輸出するという、典型的な加工貿易の様相を示し
ている（表 3）。
特に、輸出品の第 5位にある自動車関連の点火電線セットは、自動車部
品としてのワイヤーハーネスをその典型とする。手作業による単純労働に
よって組み立てられる大量生産品であり、現在、日本の自動車部品メーカー
はインドシナなど熟練技能をもたない単純労働力が安価に調達できる工業化
途上の新興国に多く生産拠点を設けている。
技術的に高度な工程が、東アジア・東南アジアや環太平洋ですでに工業
化・脱工業化の進行している地域で行われ、人手に依存する最終組立など労
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働集約的な大量生産工程がフィリピンで行われている実態が現れている。
21世紀に入って中国の製造業が台頭し、2015年末には ASEAN経済共同体
が発足しているように、東アジア・東南アジアでは急速かつ強力に地域内の
国際分業が拡大しつつある。フィリピンは、この地域内国際分業における工
程間分業に積極的に組み込まれることによって、組立工程を中心とした加工
貿易の発展を実現している。
貿易相手国を見よう。輸出先では、日本は 116億 7,000万ドル、輸出総額
の 20.3パーセントを占めて、第 1位である。これにアメリカ合衆国、香港、
中国、シンガポールが続いている。輸入元では、中国が首位で 155億 6,500
万ドル（輸入総額の 18.5パーセント）、これに日本、アメリカ合衆国、タ
イ、韓国が続く。やはり、工業化で先発した東アジア・東南アジアおよび環
太平洋の諸国から原材料と中間生産物を輸入し、加工貿易による輸出志向工
業化を進めるフィリピンの産業構造がここにも現れている。こうした労働集
約的な加工・組立産業を支えるのが、急速に増大する人口と、農村から流出
する労働力という人的資源である。
フィリピンに投資する側からすれば、日本を始めとする先発国の企業が生
産拠点をフィリピンに設ける場合、フィリピン国内から部品や半製品を調達
するのではなく、ASEAN地域内や日本、中国、韓国、台湾などから持ち込
表 3　主要な輸入品の構成（2016年）
（単位： 100万米ドル・パーセント）
品目 金額 構成
電子製品 22,299 26.5
輸送用機器 9,454 11.2
鉱物燃料・潤滑油および関連物質 7,969 9.5
工業機械・機器 6,026 7.2
鉄・鋼鉄 3,321 3.9
その他 35,039 41.7
輸入総額 84,108 100.0
出所：  Philipine Statistics Authority, “Foreign Trade Statistics of the Philipines: 
2016,” 2017.
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む場合が多い。現在のフィリピン国内は、製造業が集積しつつある段階で
あって、部品や素材がフィリピン国内から供給される体制は整っていないと
見られている。
豊富な人的資源を、国際競争上の優位性に結びつけるのが人件費である。
日本貿易振興機構は、東アジア、東南アジアなどの現地に直接投資を行って
いる日系企業を対象に調査票を配付して、製造業・作業員の基本給月額を集
計し、比較している。2016年に行われた調査によれば、フィリピンは 238
ドル（USドル換算）であった。これは、中国の 428ドル、タイの 346ド
ル、マレーシアの 345ドルを大きく下回り、インドネシアの 298ドルより
さらに低い（日本貿易振興機構 2016）。このような実態から、日系製造業の
経営戦略上、人件費高騰の著しい中国沿海部や、マレーシア、タイなど東南
アジア先発国からの生産移転の受け皿として位置づけられることが多い（中
村 2013）。
（2）社会基盤整備と外国企業による投資
今のところ、進出日系企業の視点からすると、道路、港湾など物流と交通
の社会基盤はまだまだ整備の余地が大きい。高速道路網は整備されておら
ず、また高速道路の渋滞だけでなく、高速道路にアクセスする一般道の整備
が不十分であるため、交通と物流は滞りがちである。また、工業立地として
深刻なのが貨物である。港湾までの道路が未整備で大型車両の通行規制が厳
しいためコンテナ出荷の滞りが見られ、港湾の混雑による出航の日常的な遅
れがあることが、現地に進出した日系企業から報告されている（日本貿易振
興機構 2012: 169, 2013）。
電力需給は、さらに後発の新興国のように停電が日常化するほどではない
が、しかし余裕があるとは言えない。電気料金は、ベトナムやインドネシア
より高いだけでなく、東南アジアにおいて工業化で先行するマレーシアより
も高く、タイとほぼ同水準である。電源は天然ガス、石炭、地熱、水力など
と多様化しており、火山国であることから地熱による発電量はアメリカに次
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いで世界第 2位でもある。原子力はまだ利用されていない。かつてルソン
島西部のバターン半島に原子力発電所を建設したが、安全性と経済性に問題
があって運転には至らなかった。
こうしたフィリピンの電力事情のなかで、日本の総合商社が出資する独立
電力事業（IPP）の展開は特徴的であり、開発投資の大きな可能性を示唆し
ている。フィリピンの国家と社会は、市場経済による発展に高い価値を置
き、民間部門を育成し市場メカニズムを重視していることから、今後、官民
協力（Public Private Partnership）による民間資金を活用した社会資本整備
が進められようとしている。2010年に成立したアキノ政権では、官民協力
の枠組みを活用した道路、港湾、空港整備などのプロジェクトを最優先経済
政策に掲げている（倉沢 2013）。
先に貿易統計で見たように、日本はフィリピンからの輸出先として首位に
立っており、その額はこれに次ぐ他国を大きく凌いでいる。フィリピンでは
日本の産業界の存在感が大きく、またそれだけに開発援助と投資を積極的に
受け入れようとする姿勢が見られる。
5．フィリピンのサービス産業と比較優位性
（1）情報処理・情報通信産業と BPO（事務処理サービス）の国際競争力
近年、フィリピンは情報通信サービスの分野で新たな展開を見せている。
長い間、政治不安に悩まされ、一時期は「アジアの病人」とまで言われた
フィリピンも、2010年、コラソン・アキノの息子、ベニグノ・アキノが大
統領に就任してからは、安定を見せてきた。そして、近年は ASEANのなか
でも比較的に好調な経済成長を始めている。2015年現在 10か国からなる
ASEANは、1967年に、タイ、インドネシア、シンガポール、フィリピン、
マレーシアの 5か国で発足した。このうち、都市国家であり金融や情報の
中心であるシンガポールは別格として、タイとマレーシアが、1980年代以
降、急速な工業化を実現した。そして現在、インドネシアとフィリピンが潜
在的成長性を現実の成長へと転化させつつある。
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情報処理・情報通信に関連したフィリピンに特徴的な産業分野のなかで、
海外企業からの事務処理代行サービス（Business Processing Outsourcing：
BPO）の受託が急速に拡大している。フィリピンでは、アメリカ発音を規範
とした英語が、フィリピノ語とともに公用語となっている。公的な学校教育
でも早い段階から英語を教えていて、国民の英語力水準は高い。また対人
サービスの質が良好であることから、コールセンター業務では競争力を発揮
している。英語によるコールセンター業務は、本来、インドが得意として、
多くの国際的コールセンターの立地をみているが、2010年にはフィリピン
が凌駕して世界首位に立った。今やアメリカ、ヨーロッパ、オーストラリア
などの金融機関が、相次いでコールセンターをフィリピンに設置してい
る 2。電話を掛ける利用者が、外国のコールセンターが応対しているとは夢
にも思わずに、フィリピンと通話していることは普通にある。
コールセンター業務のほか、ソフトウエアでもグローバル企業がフィリピン
の拠点を拡大している。プログラム開発や、情報システムの開発は、ユー
ザーから受注した大規模な企業のもとに重層的な業務委託による分業構造が
ある。システムの機能ごとに細分化された開発業務の裾野部分が、フィリピン
やベトナムの情報処理企業によって行われていることは、よく知られている。
こうしたフィリピンの情報処理および事務処理サービス産業の成長は、開
発経済の視点からも関心を集めている（森澤 2009, 2010）（太田 2016）。フィ
リピン事務処理協会（BPAP）によれば、雇用者数は 2004年の 10万 1千人
から 2011年の 64万 3千人へと堅調な増加を見せ、6倍以上となった。売上
高は、2004年には 13億ドルだったところ、年々2倍から 3倍の増加を見せ
て 2011年には 110億ドルとなっている。また、フィリピン中央銀行による
「情報技術・事務処理サービス事業調査」（BSP 2015）によれば、2013年に
おけるこの産業の収益は 153億 USドルに上り、成長を続けている。
フィリピン共和国科学技術省の情報通信技術局は、人的資源開発を始めと
した事務処理サービスの産業育成プログラムを実施している 3。同省によれ
ば、フィリピンの教育水準は ASEAN地域内でも比較的に高く、識字率 93
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パーセントで、毎年 47万人の大学卒業者がある。大学進学率の統計は国ご
とに制度が違い、基準の立て方が大きく異なるため、国際比較が難しい。国
連機関 UNESCOの統計によれば、2007年の時点で、中等教育を修了して
高等教育へ進学する者の割合は、インドネシアの 17パーセントに対して、
フィリピンは 28パーセントと高く、高等教育の発展に熱心なマレーシアの
30パーセントに迫っている 4。
1990年代以降の世界においては、情報ネットワークとならんで高度な知
識への投資と人的資源開発が、経済成長の大きな要因となっている（OECD 
2001）。フィリピンにおいて、教育と人的資源開発への投資が社会に根づい
ていることは意外に知られていない。フィリピンは人的資源の優位性をもっ
ており、これが中長期的な成長力に結びついていく可能性は大きい。
（2）フィリピン人海上職と日本の海運大企業
船員を始めとする海上職は、フィリピンが経験を蓄積している分野であ
る。先に触れたように、フィリピンは 2013年には 36万 7,166人もの海上職
を送り出している。
日本郵船は 2007年に、マニラ近郊のカンルーバン市に、フィリピン人幹
部船員の養成を目的とした商船大学を「フィリピン高等教育庁」の認可を取
得した正式な大学として設立した。2011年 9月には第 1期生 116人の卒業
生があった。日本郵船は、前身である郵便汽船三菱会社が 1875年に私立三
菱商船学校を設立した歴史をもっている。三菱商船学校は、1882年に官立
となり、後には東京商船大学、現在の東京海洋大学へと発展している。
日本郵船がグループ企業として雇用する外国人船員は、現在約 1万 3,000
人であり、その約 70パーセントをフィリピン人船員が占めている。フィリ
ピン商船大学は、その後、毎年、卒業生を送り出しており、海技資格試験に
合格して海技免状を取得した後、日本郵船グループの三等航海士・三等機関
士として同グループの運航船に配置され乗船している 5。
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（3）海外で働くフィリピン人の医療専門職
前出のフィリピン海外雇用庁によれば、2010年の海外出稼ぎ労働者の新
規雇用は 34万 1,966人であった。東南アジア諸国からの出稼ぎ労働者が圧
倒的に単純労働者によって占められているなかで、2010年の新規雇用者の
うち専門的・技術的職業に関する者は 4万 1,835人であり、無視しえない比
重を有している。そのうち 1万 2,082人が看護師である。
アメリカで働く外国人の看護師では、フィリピン出身者はカナダ出身者に
次いで多い。賃金を始めとする労働条件がフィリピン国内で就労するよりも
有利であるため、海外での就労を希望するフィリピン人看護師は多い。フィ
リピンでは、看護師教育に力を入れて看護学校の設立を進めているが、看護
学校卒業者の 70パーセントが海外で勤務している。長期的に見て、フィリ
ピン国内の医療サービスの質を保障していく必要を指摘する議論もある。ま
たその一方で、看護師への需要は国際的に増大しており、看護学校増設の動
きはこれに対応している（IOM 2008）。先の海外雇用庁の統計を見ると、
2010年に海外に向かった看護師 1万 2,082人のうち 8,513人がサウジアラ
ビアで職を得ており、中東諸国で働く者の比率が圧倒的に高いという特殊な
事情もある。
6．フィリピンにおける社会発展の課題
（1）多言語社会フィリピンと国民統合
フィリピンは、量的にも質的にも豊かな人的資源を活かして発展の軌道に
乗っていく契機を手に入れようとしている。それだけに、国民の統合と政治
的安定の維持は重要な課題である。
フィリピンは、多言語社会であって、国内で 110余りの言語が話されて
いる。1986年制定の現行憲法では、フィリピノ語を国語と定めている。こ
の言語は、ルソン島中部で母語として話されているタガログ語をもとに、文
法や語彙を整えて制定された。タガログ語を母語とする人々は 2,200万人い
て、国民の 4分の 1にあたる。しかし、残りの 4分の 3にとって、フィリ
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ピノ語は学校で教えられる言語であって母語ではない。タガログ語を母語と
する人々が不当に優遇されることのないように、またその他の言語を母語と
する人々からの不満に対応するために、国語であるフィリピノ語とともに英
語を公用語の一つに定めている。
第二の言語であるセブアノ語は、タガログ語に匹敵するほどの話者人口を
持つ。第三のイロカノ語は、ルソン島北部の言語であり、マルコス、アキノ
など歴代大統領がこれを母語としている。これらの言語は、言語学的な系統
は同じだが、聞いても読んでも、互いに理解できない。
このほかヒリガイン（イロンゴ）語、ビコール語、ワライ語、カパンパガ
ン語、パンガシナン語を加えた 8言語は話者人口が多い。さらに、これより
話者人口の少ない言語が無数にあることになる。
国土が多数の島嶼からなるとともに、山岳や熱帯雨林による交通の遮断も
あり、歴史的に地方ごとの少数言語が発展してきたと推測される。こうした
言語の多様性にも現れているように、地方ごとに住民同士の結合が強く、そ
れだけに地域間対立、地方対立は大きくなる。さらに、新興国に一般に見ら
れるように、所得格差が大きい。これらの事情が相互に結びついて、国民と
しての統合の実現は容易ではない。
（2）治安の安定と政治的統合
フィリピンにとって、多言語社会の統合にもまして、治安の安定は発展を
実現するための深刻な課題となっている。近年、発展へのきっかけを掴んだ
フィリピンだが、ASEAN発足 5か国のなかで出遅れた要因の一つが政治的
不安定だった。マルコス政権は 1965年から 1986年まで 20年間の長期政権
だったが、その時代からすでに国内には武装した反政府勢力の支配地域が存
在し、現在も残存している。
代表的な組織の一つは、フィリピン共産党と、その武力組織「新人民軍」
である（野村 1981）（八木澤 2013）。フィリピン共産党は、「帝国主義に反
対する統一戦線」を標榜するホセ・マリア・シソンを議長として 1968年に
―121―
再興された。シソンは、ルソン島北部イロコス地方の有力な地主の家庭出身
であり、現在はオランダで生活している。新人民軍は、共産党員を中心とし
て、党員以外からも人員を引き入れて活動している。山間部に武力による支
配地域をもつとともに、治安部隊の待ち伏せ襲撃と殺害を行うなど、主に農
村部で活動している。「革命税の徴収」と称して武力を用いた金銭の取り立
てを行っており、日本企業の出資する鉱山や農園も被害にあっている。フィ
リピン国軍によれば 2011年時点ですでに 4000人余りの勢力にまで落ち込
んでいるが、鉱山への襲撃・放火や略奪行為を「環境破壊に対する制裁」と
主張するなど、笑えない事実がある 6。
治安の安定に関わるもう一つが、ミンダナオ島に多く居住するムスリムに
由来するイスラーム原理主義を標榜する武装勢力である。当初は、「モロ民
族解放戦線」として、フィリピン南部・南西部をイスラーム国家として分
離・独立させ、イスラーム国家を樹立することを目指した。1976年に政府
との停戦に合意したが、これを不満とする一派は「モロ・イスラーム解放戦
線」として武装闘争を継続した。ミンダナオ島中部に武装勢力の拠点があ
り、フィリピン政府によれば 1万 2,000人ほどの勢力があるという。2012
年には政府との和平に合意したが、その後も紛争は解決していない。
フィリピン全体では、圧倒的多数のキリスト教徒に対してイスラームは人
口の 5パーセントを占めて少数だが、ミンダナオ島では人口の 2割を超え
ると見られている。ミンダナオだけでもフィリピンの全人口の 23.9パーセ
ント（フィリピン統計機構、2015年）が居住しており、周辺の島々を含め
て、広大な地域にわたっている。工業化の進むフィリピン北部のルソン島に
対して、ミンダナオ島や周辺の島嶼は、依然として第一次産業が圧倒的であ
る。宗教対立に加えて、さらに産業構造の違いに根差す地域間対立が重なっ
ており、地域紛争としては看過できない。
（3）サービス産業による安定的な成長の可能性
先に見たように、フィリピンでは人的資源の優位性を活かして、特徴ある
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サービス産業が発展している。こうした現象を見て、第二次産業の充実を跳
び越えて、第三次産業が先行することによって産業の発展をはかることは可
能であり、フィリピンがその有力な例である、とする主張がある。そうだと
すれば、社会基盤の未整備は必ずしも深刻な障害ではないと考えられる。
しかし、事務処理サービス業は、産業が既に発展している国に本拠を持つ
企業が周辺的なサービス業務を委託外注することで成り立っている。受注し
ている側がイノベーションを実現して発展を先導する性格のものではない。
また、発注する側の景況から大きな影響を受けて、成長は不安定である。
国際的な情報通信・情報処理企業からの受注も同様である。情報システム
の開発と構築の業務は、大規模で重層的な分業組織によって遂行されてお
り、そのなかで業務の企画や全体の設計に関わる業務は既に発展を遂げて脱
工業化した国や地域で行われ、分業構造の周辺および下位に位置するプログ
ラミングなど定型的な業務が、開発途上国に国際展開している。
フィリピン人の医療従事者が国際的に活躍することは尊いが、フィリピン
の医学が世界的な高水準に達しようとしているわけではなく、世界の海運業
にフィリピン人海上職が進出しても、海上輸送を営むフィリピン企業の国際
競争力は高まらない。
（4）社会基盤整備と産業化による雇用創出と国内消費市場の拡大にむけて
まず政治的安定を確保して、物流やエネルギーなどの社会基盤整備を進
め、海外からの投資を呼びよせて産業を発展させ、国内に雇用と就労の場を
創り出す努力は、怠ることができない。海外出稼ぎなしに家族と一緒に生活
できる勤労生活の場は、人間生活の安全を保障するだけではない。国内に就
労の場が十分できれば、消費市場が拡大して内需が生まれ、生活水準が上昇
する循環が生まれる。フィリピンは、これまでの単純労働力の輸出国という
現実から脱却して、知識社会に対応すべく努力を始めている。どのような発
展経路をたどるにせよ、社会基盤の整備、産業の集積、そして労働サービス
の高度化は避けられない課題である。
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フィリピンでは、全国の世帯の 2割が中間層・富裕層であるとの推計が
ある（鈴木 2012）。2009年家計調査による試算では、年収 5,000ドル、当
時のレートで換算すると 46万 8,000円に満たない家計は、全国世帯の 8割
に及んでいる。残り 2割を占める中間層・富裕層のうち、6割はマニラ首都
圏とその近隣地域に集中している。そして、全国上位 2割を占める階層に、
フィリピン全体の所得の半分が集中している。この現状は、所得についての
統計が公表されるようになった 1980年代なかば以降、現在に至るまで、ほ
とんど変化がないという。
国内に存在する大量の低所得者層が中間層へと成長し、大衆消費の実現に
よって産業発展と生活水準上昇の循環を生み出す、というパタンは、先発の
アジア社会の経験が示してきたことである。
（5）日本企業の投資による大規模な社会基盤整備の事例
フィリピンにおける社会基盤整備について検討するなかで、電力事情につ
いては既に見た。日本企業による独立電力事業者（Independent Power Pro-
ducer: IPP）が、電力供給に大きな役割を果たしている。総合商社の丸紅
は、日本国内の電力会社とともに出資して現地に発電会社を設立し、火力、
水力、地熱による発電所を建設して、フィリピンの国有電力会社に電気を供
給している。丸紅が出資する IPPの発電所 4か所だけでも、フィリピン全
国の電力供給量の 20パーセント以上を占めている 7。このほか、三菱商事、
住友商事、オリックスなど日本企業がフィリピンで IPPに進出している。
丸紅が運営する IPP事業の一つに、ルソン島北部のサンロケ水力発電所
がある。国家プロジェクトとして 1998年に建設が開始され、2003年から電
力が供給されている。ダムの貯水量はアジア最大級規模で、水力発電のほか
に、灌漑、洪水調整、水質浄化などの機能ももつ。電力事業が 1990年代初
頭まで国有企業に独占されていたところ、外資による IPPの誘致など官民
協力（Public Private Partnership）の導入が進むなかでこの事業が実現した。
2001年に施行された新しい法律のもとで、その後、フィリピンでは電力事
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業の民営化が進んでいる。
サンロケ発電所のダム建設には 660世帯の移転が必要となり、当初は反
対運動もあった。しかし、開発側の責任で移転先を用意し、住宅や学校など
生活基盤を整備することで協力を得た。事業収入の一部を基金として学校の
運営資金をまかなうほか、奨学金制度を設けて、2015年末までに 2,600人
の受給者があった。さらに、住民の経済自立のために、住民が地元で小さな
事業を始めるための少額の資金を IPP事業者から貸し付けるマイクロファ
イナンスを 2009年から行っている。この官民協力の枠組みでは、25年間の
発電所運営と電力販売ののちはフィリピン政府に移転される取決めになって
いるため、現地人スタッフの教育・訓練による技術移転が行われている。公
共部門における非効率化した国有企業の民営化、官民協力による海外からの
民間資金導入によって、産業と生活の基盤が整備されていく事例である（丸
紅 2013）。
おわりに
以上、フィリピンの社会変動、特に産業発展について、社会学的視点から
検討してきた。その際、「人の移動」やエスニシティだけでなく、むしろ産
業構造、貿易や海外からの直接投資のあり方に着目した。そして、急速な人
口増加、都市と海外への移動という人口動態の特徴を現実的な条件として、
東アジア・東南アジア地域に国境を越えて展開しつつある分業構造に組み込
まれることの有効性を検討した。その結果、社会基盤の整備と社会全体の合
理的な組織化がフィリピン社会の課題であり、それによって産業発展にとも
なう中間層と大衆消費社会の形成が展望されることが明らかになった。
［注］
 1 Commission on Filipinos Overseas, “Stock Estimate of Overseas Filipinos,” as of 
December 2013.
 2 フィリピン事務処理協会（e Business Process Association of the Philippines: 
BPAP、URL: http://www.bpap.org/）
 3 フィリピン共和国科学技術省次官・情報通信技術局局長ルイスナポレオン C. 
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カサンブレ「フィリピン ITアウトソーシングセミナー：フィリピン IT-BPO
産業の現状と ITO及びソフトウエア開発セクターの成長に向けたプログラム」
駐日フィリピン大使館、2012年 5月 8日。
 4 UNESCO（2009: 130）の第 8表（Table 8）、日本の大学・短期大学に相当する
国際標準教育分類（ISCED）の水準 5および 6への進学率、2007年の数値。
 5 日本郵船株式会社、2005年 9月 15日、2011年 9月 21日、2015年 9月 24日
発表。
 6 フィリピン国軍による発表などのデータは、主に公安調査庁『国際テロリズム
要覧 2015』による。
 7 丸紅株式会社「フィリピン共和国パグビラオ発電所増設について」2014年 5
月 30日。なお、この会社発表によれば、2017年 11月には全国の 4分の 1に
及ぶことになる。
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